令和4（2022）年度 保育士修学資金貸付推薦者名簿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　作成日：　　　 　　　　　

作成者名：　　 　　　　　　

養成施設名　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　課程名　　　　　　　　　　　　　　　　　
	番号
	氏   名
	確認事項
	申請者の提出書類
	添付
	対象者の確認
	その他

	
	
	高等教育の修学支援
新制度
	他の貸付
	業務従事意思
	申請書
	申請者の住民票
	連帯保証人の
課税証明書
	同意書
	学業成績証明書
	作文（契約後の提出で可）
	推薦状
	中高年離職者
該当する場合は○印
	生活費加算（貸付希望者）
Ⅰ 又は Ⅱと記載
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	推薦者　計（　　　　）人
	


※申請者ごとに、確認事項が済み、提出書類が調っている場合は、チェック☑ をしてください。
※推薦者が20人以上いる場合は、本紙をコピーしてご使用ください。　※記入方法は裏面をご確認ください。
記入方法および書類の添付方法
本様式は養成施設単位で作成し、この様式をトップに、①申請書（様式1-1号）、②申請者の住民票、③連帯保証人の課税証明書、④同意書、⑤学業成績証明書、⑥推薦状（様式第2-1号）などを、名簿の順番に添付し、大阪府社会福祉協議会に提出してください。
●番　　　　号・・・　推薦の上位の者からご記入ください。
	推薦順位につきましては、各養成施設のご判断にて、成績や出席状況、授業への取り組み姿勢、保育士への就職への情熱、生活状況（貸付の必要度）など総合的な観点からご推薦ください。

なお、本貸付制度の予算の範囲を超えた場合、全体調整を図り、順位の低い方はご希望に添えない場合がありますので、あらかじめご注意ください。


●高等教育の修学支援新制度・・・「授業料等減免」および「給付型奨学金」の利用の有無を確認してください。
　　　　　　　　　　利用する方は、支給金額が決定し、授業料や入学金の自己負担額が明確になってから、貸付申請を行うように指導してください。
●他の貸付・・・　他に同種の奨学金・修学資金を、他から借り受けていないか、申請書の内容および口頭で確認してください（借り受けている場合は、申請書に金額の記載が必要です）。
●業務従事意思・・・　卒業後、大阪府内で引き続き５年以上、保育所等で児童の保護等の業務に従事する意思があることを申請時に本人に確認してください。
　　　　　　　　　　　返還免除になるまで、卒業後も、毎年書類等の提出が必要なこと、および、従事しない場合や退学時には修学資金を返還しなければならないことも併せてご説明ください。
●連帯保証人・・・　連帯保証人の記載内容について、申請書の記載内容及び口頭により、確認してください。
　　　　　　　　　　　Ⅰ　連帯保証人は、
ア　独立した生計を営んでいること。
　　　　　　　　　　　　　イ　年齢が65歳未満であること。
　　　　　　　　　　　　　ウ　府・市町村民税が課税されていること（現在、従事中であること）。
　　　　　　　　　　　Ⅱ　生活福祉資金等、既に大阪府社会福祉協議会が実施している貸付金の連帯保証人になっていないこと、また、修学資金の貸付を受けていないこと、生活福祉資金等において滞納していないこと。
　　　　　　　　　　　Ⅲ　申請者が未成年であるときは、連帯保証人が法定代理人であること。なお、法定代理人がⅠの要件を満たさない時はもう1名必要。
　　　　　　　　　　　Ⅳ　連帯保証人の収入を証明するもの（令和3年度の府・市町村の住民税課税証明書）が添付されているか。
●申請書・・・　パソコンによる作成でも構いません。手書きの場合はボールペンを使用してください。
　　　　　　　　　　　申請者および法定代理人（親権者等）、連帯保証人（予定）の押印は不要です。
●住民票・・・　申請日より前3か月以内に発行され、マイナンバーの記載がなく、続柄の記載があり、本人を含む世帯全員が記載されている住民票(原本)が添付されているか確認してください。
●同意書・・・　申請者および法定代理人（親権者等）、連帯保証人（予定）全員が、各々、自署、捺印してください。申請者と法定代理人が同じ姓の場合は、それぞれ別の印を使用してください。　　　　　　　　　　　　　　
●推薦状・・・　申請者ごとに、推薦状を作成してください。また、所見の各項目についてもご記入ください。
●中高年離職者・・・　入学時に、４５歳以上の者であって離職して２年以内の者。
離職年月日を証明できる書類の写しの提出が必要です。
●生活費加算の種類(対象者のみ)・・・下記の経済状況のいずれかに該当し、「生活費加算」の貸付を希望される方は、「Ⅰ」（生保）または「Ⅱ」（生保以外）と記載してください
＜生活費加算の貸付対象者に係る家庭の経済状況＞

　　Ⅰ　貸付申請時に生活保護受給世帯であって、養成施設等に就学する者

　　　　（入学のため保護費の支給が2022年3月末を以て廃止された方のみ）

　　Ⅱ　生活保護世帯に準ずる経済状況にある者として、当会が必要と認める者（市町村民税の非課税世帯の者）
	※提出書類の詳細は、募集要領のＰ１０～Ｐ１２をご参照ください。


